
[ Patent Attorney TEST for 2019 : 特許法・意匠法・商標法改正 ]

Phrase-Dry Seminar

２０１９年度弁理士試験に関係する法改正一覧
① 環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律

（平成２８年１２月１６日法律第１０８号）　※以下、TPP12法と略
② 環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律の
一部を改正する法律

（平成３０年７月６日法律第７０号）
【改正される法律】

(1) 特許法
・新規性喪失の例外規定の期間延長
・不合理な遅滞に関する特許期間延長制度の新設

(2) 商標法
・商標の不正使用に関する法定の損害賠償方法を拡充
(3) 著作権法
・著作物等の保護期間の延長
・著作権等侵害罪の一部非親告罪化
・著作物等の利用を管理する効果的な技術的手段に関する制度整備
・配信音源の二次使用に対する使用料請求権の付与
・損害賠償に関する規定の見直し
【施行日】
・②の改正法で、2018.12.30
・商標法第２６条の改正は、先行して施行済（2016.12.26）
・特許法第３０条の改正は、③で施行済（2018.6.9）

③ 不正競争防止法等の一部を改正する法律

　　（平成３０年５月３０日法律第３３号）　※以下、不競法H30改正法と略
【改正される法律】

(1) 不正競争防止法
・「限定提供データ」に係る事項
・「技術的制限手段」に係る事項
・証拠収集手続きの強化に係る事項
(2) 特許法
・新規性喪失の例外規定の期間延長　※TPP12と同じ改正
・中小企業者等の特許料減免
(3) 意匠法
・新規性喪失の例外規定の期間延長
(4) 商標法
・商標登録出願の分割要件の強化
【施行日】

・不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行期日⇒平成３１年７月１日
・同法附則第１条第２号に掲げる規定の施行日⇒平成３０年６月９日　※施行済
　　　（特許法第３０条、意匠法第４条、商標法第１０条）
・同法附則第１条第３号に掲げる規定の施行期日⇒平成３０年１１月２９日
 　　（不正競争防止法）

・同法附則第１条第４号に掲げる規定の施行期日⇒平成３１年４月１日らしい
　　　（特許法第１０７条、１０９条、１１２条など）
・同法附則第１条第５号に掲げる規定の施行期日⇒2020年1月１日らしい
　 　　（意匠法第１５条、第６０条の１０）

④ 著作権法の一部を改正する法律

　　　（平成３０年５月２５日法律第３０号）　※以下、著作権法H30改正法と略
【改正される法律】
(1) 著作権法
・デジタル化・ネットワーク化の進展に対応した柔軟な権利制限規定の整備
・教育の情報化に対応した権利制限規定等の整備
・障害者の情報アクセス機会の充実に係る権利制限規定の整備
・アーカイブの利活用促進に関する権利制限規定の整備等
【施行日】
(1) デジタル化・ネットワーク化の進展に対応した柔軟な権利制限規定の整備
⇒平成３１年１月１日

(2) 教育の情報化に対応した権利制限規定等の整備　⇒未定（交付の日から３年以内）

(3) 障害者の情報アクセス機会の充実に係る権利制限規定の整備　⇒平成３１年１月１日

(4) アーカイブの利活用促進に関する権利制限規定の整備等　⇒平成３１年１月１日

⑤ 学校教育法等の一部を改正する法律
　　　（平成３０年６月１日法律第３９号）
【改正される法律】
(1) 著作権法
・教科用図書にデジタル教科書を追加
【施行日】
　　平成３１年４月１日
TPP１２法　〜　特許法
★特許法に関する主な改定内容は、以下の２点である。
ただし、①に関しては、「不正競争防止法等の一部を改正する法律　（平成３０年５月３０日法律第３３号）」において既に施行されている（2018.6.9施行）。
①新規性喪失の例外規定の期間延長
新規性喪失の例外規定（※）の導入を義務付け。
※特許出願前に自ら発明を公表した場合等に、公表日から１２月以内にその者がした特許出願に係る発明は、その公表によって新規性等が否定されないとする規定
②不合理な遅滞に関する特許期間延長制度の新設
特許期間延長制度（※）の導入の義務付け。
※出願から５年、審査請求から３年を超過した特許出願の権利化までに生じた不合理な遅滞につき、特許期間の延長を認める制度
①新規性喪失の例外規定の期間延長
★改正前
（発明の新規性の喪失の例外）

第三十条　　特許を受ける権利を有する者の意に反して第二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた発明は、その該当するに至つた日から六月以内にその者がした特許出願に係る発明についての同条第一項及び第二項の規定の適用については、同条第一項各号のいずれかに該当するに至らなかつたものとみなす。
２　特許を受ける権利を有する者の行為に起因して第二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた発明（発明、実用新案、意匠又は商標に関する公報に掲載されたことにより同項各号のいずれかに該当するに至つたものを除く。）も、その該当するに至つた日から六月以内にその者がした特許出願に係る発明についての同条第一項及び第二項の規定の適用については、前項と同様とする。
★改正後　　※不競法H30改正法にて先行施行済（2018.6.9施行）
（発明の新規性の喪失の例外）

第三十条　　特許を受ける権利を有する者の意に反して第二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた発明は、その該当するに至つた日から一年以内にその者がした特許出願に係る発明についての同項及び同条第二項の規定の適用については、同条第一項各号のいずれかに該当するに至らなかつたものとみなす。
２　特許を受ける権利を有する者の行為に起因して第二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた発明（発明、実用新案、意匠又は商標に関する公報に掲載されたことにより同項各号のいずれかに該当するに至つたものを除く。）も、その該当するに至つた日から一年以内にその者がした特許出願に係る発明についての同項及び同条第二項の規定の適用については、前項と同様とする。
【解説】
申請できる期間が、６月から１年に延長されただけです。
「同条第一項及び第二項」の改正は、実質変更なしです。こだわりの表現なのでしょうか？
青短に掲載した過去問では、すでに本改正に対応済です。演習は青短で！といっても、特に気を付けるべき論点はありません。
※以下、過去問の改題版です。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-57〕　特許出願についての要件に関して。

４ 甲は、自らした発明イについて、甲に対して秘密保持義務を負う乙に開示したところ、乙は、甲の意に反して、学術団体が主催する研究集会において甲のした発明イについて文書をもって発表した。その後、甲は、当該発表の日から一年以内に発明イについて特許出願Ａをした。

　この場合、甲は、発明イについて発明の新規性の喪失の例外に関する特許法 第３０条第１項の適用を受けられる場合がある。 

（○）　第３０条第１項。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-50〕　特許の要件に関して。

(ﾎ) 甲は、平成２４年７月１２日に日本国内で開催された学会で自らした発明イを発表し、平成２４年７月２６日に発明イに係る特許を受ける権利を乙に譲渡した。この場合、乙は、甲の学会発表の日から一年以内であれば、発明の新規性の喪失の例外の規定（特許法第３０条）の適用を受けて特許出願をすることができる。 

（○）　第３０条第１項、第２項は、特許を受ける権利の承継者も利用できる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-57〕　特許出願についての要件に関して。

３ 甲は、街路灯の発明イを自ら完成し、発明イの技術的効果を確認するために公道上において３０日間公然と発明イを実施し、その実施開始から一年以内に発明イについて特許出願Ａをした。 

　この場合、甲は、発明イについて新規性の喪失の例外に関する特許法第３０条第２項の適用を受けられる場合がある。 

（○）　第３０条第２項。甲の行為は、第２９条第１項第２号の公用に該当する。
②不合理な遅滞に関する特許期間延長制度の新設
※特許庁資料　平成２８年２月１２日　「ＴＰＰ協定を担保するための特許法改正について」参照
◆ ＴＰＰ法の要請
・締約国は、自国における特許の付与において不合理な遅延がある場合には、当該遅延について補償するために特許期間を調整するための手段を定め、及び特許権者の要請があるときは当該遅延について補償するために特許期間を調整する。
（注）要するに、国によっては審査体制の不備や嫌がらせ？によって特許付与が遅くなる場合があるので、その場合は特許期間を長くしてね！という要請です。
◆ 特許法の改正ポイント
・特許権の存続期間について、特許出願の日から５年を経過した日又は出願審査の請求があった日から３年を経過した日のいずれか遅い日（以下「基準日」という。）以後に、特許権の設定の登録があった場合に、出願により延長することを可能とする。

・延長が可能な期間は、基準日から特許権の設定の登録の日までに相当する期間から、特許庁の責めに帰さない理由により経過した期間及び審判・裁判の期間等の特許出願に係る手続や審査に要した期間以外の期間を控除した期間とする。

・存続期間の延長登録に対する無効審判制度その他所要の制度を整備する。
[image: image1.emf]
◆　第６７条の構成　◆
	改正前
	改正後

	１項：特許権の存続期間は２０年
	１項：（同じ）

	
	２項：審査の遅延に関する延長規定

	
	３項：前項の細かい規定

	２項：安全性の許認可に関する延長規定
	４項：安全性の許認可に関する延長規定


★改正前
（存続期間）

第六十七条　　特許権の存続期間は、特許出願の日から二十年をもつて終了する。
★改正後　※第２項を新設
（存続期間）

第六十七条　　特許権の存続期間は、特許出願の日から二十年をもつて終了する。
２　前項に規定する存続期間は、特許権の設定の登録が特許出願の日から起算して五年を経過した日又は出願審査の請求があつた日から起算して三年を経過した日のいずれか遅い日（以下「基準日」という。）以後にされたときは、延長登録の出願により延長することができる。
【解説】
　従来は、医薬品の許認可などに伴って特許期間が浸食された場合のみ、特許権の存続期間の延長が認められていました。
　今回の改正では、各国の特許庁の怠慢？嫌がらせ？によって、権利行使可能期間が浸食された場合にも、特許権の存続期間の延長が認められます。しかも、従来の延長制度とちがって、５年などの上限がないのも特徴です。

▼　延長は　兄さん遅いぜ！　死の延長　兄さん（２・３）５年で　いずれか遅い日　▼
・兄さん　⇒第２項、第３項
・遅いぜ！　⇒審査の遅延に関する延長規定
・死の延長　⇒第４項。安全性の許認可（死に関わる）に関する延長規定
・兄さん（２・３）５年で　⇒出願の日から２年目に審査請求して３年で、出願の日から５年
・いずれか遅い日　⇒いずれか遅い日が「基準日」になる

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
1 特許出願の日から４年６月後、出願審査の請求があった日から３年６月後に、特許権の設定登録がなされた。この場合、特許権の存続期間は、延長登録の出願により６月間、延長できる場合がある。

（×）　第６７条第２項。特許出願の日から５年以上経過していないので、延長は認められない。
▼　延長は　兄さん遅いぜ！　死の延長　兄さん（２・３）５年で　いずれか遅い日　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
1 特許出願の日から２年６月後に出願審査を請求し、出願審査の請求があった日から４年後に、特許権の設定登録がなされた。この場合、特許権の存続期間は、延長登録の出願により１年６月間、延長できる場合がある。
（×）　出願審査の請求があつた日から起算して３年を経過した日は、特許出願の日から５年６月後である。特許出願の日から起算して５年を経過した日より遅いので、特許出願の日から５年６月後が基準日になる。よって、延長が認められるのは、最大で１年間である。
▼　延長は　兄さん遅いぜ！　死の延長　兄さん（２・３）５年で　いずれか遅い日　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
1 第６７条第２項の規定により延長することができる期間は、基準日（特許出願の日から起算して五年を経過した日又は出願審査の請求があつた日から起算して三年を経過した日のいずれか遅い日）から特許をすべき旨の査定の送達があつた日までの期間に相当する期間が、最大の延長きかんである。
（×）　「特許をすべき旨の査定の送達があつた日」ではなく、「特許権の設定の登録の日」が正しい。
◆　延長期間から控除できる期間
（１） 特許を与える当局による特許出願の処理又は審査の間に生じたものではない期間
　　・拒絶査定不服審判、審決取消訴訟、行政不服審査の期間、等

（２） 特許を与える当局が直接に責めに帰せられない期間

（３） 特許出願人の責めに帰せられる期間
　　・天災等による手続の中止期間、出願人の破産等による手続の中断期間、

補正命令に応答するまでの期間、出願人の申出により手続・審査を保留した期間、等

★改正後　※第３項を新設
（存続期間）

第六十七条
３　前項の規定により延長することができる期間は、基準日から特許権の設定の登録の日までの期間に相当する期間から、次の各号に掲げる期間を合算した期間（これらの期間のうち重複する期間がある場合には、当該重複する期間を合算した期間を除いた期間）に相当する期間を控除した期間（以下「延長可能期間」という。）を超えない範囲内の期間とする。
一　その特許出願に係るこの法律（第三十九条第六項及び第五十条を除く。）、実用新案法若しくは工業所有権に関する手続等の特例に関する法律（平成二年法律第三十号）又はこれらの法律に基づく命令の規定による通知又は命令（特許庁長官又は審査官が行うものに限る。）があつた場合において当該通知又は命令を受けた場合に執るべき手続が執られたときにおける当該通知又は命令があつた日から当該執るべき手続が執られた日までの期間
二　その特許出願に係るこの法律又はこの法律に基づく命令（次号、第五号及び第十号において「特許法令」という。）の規定による手続を執るべき期間の延長があつた場合における当該手続を執るべき期間が経過した日から当該手続をした日までの期間
三　その特許出願に係る特許法令の規定による手続であつて当該手続を執るべき期間の定めがあるものについて特許法令の規定により出願人が当該手続を執るべき期間の経過後であつても当該手続を執ることができる場合において当該手続をしたときにおける当該手続を執るべき期間が経過した日から当該手続をした日までの期間
四　その特許出願に係るこの法律若しくは工業所有権に関する手続等の特例に関する法律又はこれらの法律に基づく命令（第八号及び第九号において「特許法関係法令」という。）の規定による処分又は通知について出願人の申出その他の行為により当該処分又は通知を保留した場合における当該申出その他の行為があつた日から当該処分又は通知を保留する理由がなくなつた日までの期間
五　その特許出願に係る特許法令の規定による特許料又は手数料の納付について当該特許料又は手数料の軽減若しくは免除又は納付の猶予の決定があつた場合における当該軽減若しくは免除又は納付の猶予に係る申請があつた日から当該決定があつた日までの期間
六　その特許出願に係る第三十八条の四第七項の規定による明細書等補完書の取下げがあつた場合における当該明細書等補完書が同条第三項の規定により提出された日から同条第七項の規定により当該明細書等補完書が取り下げられた日までの期間
七　その特許出願に係る拒絶査定不服審判の請求があつた場合における次のイからハまでに掲げる区分に応じて当該イからハまでに定める期間

イ　第百五十九条第三項（第百七十四条第二項において準用する場合を含む。）において準用する第五十一条の規定による特許をすべき旨の審決があつた場合　拒絶をすべき旨の査定の謄本の送達があつた日から当該審決の謄本の送達があつた日までの期間

ロ　第百六十条第一項（第百七十四条第二項において準用する場合を含む。）の規定による更に審査に付すべき旨の審決があつた場合　拒絶をすべき旨の査定の謄本の送達があつた日から当該審決の謄本の送達があつた日までの期間

ハ　第百六十三条第三項において準用する第五十一条の規定による特許をすべき旨の査定があつた場合　拒絶をすべき旨の査定の謄本の送達があつた日から当該特許をすべき旨の査定の謄本の送達があつた日までの期間
八　その特許出願に係る特許法関係法令の規定による処分について行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）の規定による審査請求に対する裁決が確定した場合における当該審査請求の日から当該裁決の謄本の送達があつた日までの期間
九　その特許出願に係る特許法関係法令の規定による処分について行政事件訴訟法（昭和三十七年法律第百三十九号）の規定による訴えの判決が確定した場合における当該訴えの提起の日から当該訴えの判決が確定した日までの期間
十　その特許出願に係る特許法令の規定による手続が中断し、又は中止した場合における当該手続が中断し、又は中止した期間
【解説】
　詳細な運用は、審査基準等の改定を待ってからですね。
　

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
1 拒絶理由通知が送達されてから出願人が意見書・補正書を提出するまでに要した期間は、特許権の存続期間の延長期間から控除できる。
（×）　第６７条３項１号かっこ書。第５０条は除かれている。「特許出願人の責めに帰せられる期間」とまでは言えないからだろう。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
1 第３９条２項（同日出願）の場合に、特許庁長官より、協議をしてその結果を届け出るべき旨を出願人に命じられた場合、協議を命じられてからその結果を届け出たまでに要した期間は、特許権の存続期間の延長期間から控除できる。
（×）　第６７条３項１号かっこ書。第３９条６項は除かれている。出願人単独の努力で短縮できる期間ではないからだろう。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
1 その特許出願に係る特許料の納付について当該特許料の軽減の決定があつた場合における当該軽減に係る申請があつた日から当該決定があつた日までの期間は、特許権の存続期間の延長期間から控除できる。
（〇）　第６７条３項５号。
★改正前

（存続期間）

第六十七条
２　特許権の存続期間は、その特許発明の実施について安全性の確保等を目的とする法律の規定による許可その他の処分であつて当該処分の目的、手続等からみて当該処分を的確に行うには相当の期間を要するものとして政令で定めるものを受けることが必要であるために、その特許発明の実施をすることができない期間があつたときは、五年を限度として、延長登録の出願により延長することができる。
★改正後

（存続期間）

第六十七条

４　第一項に規定する存続期間（第二項の規定により延長されたときは、その延長の期間を加えたもの。第六十七条の五第三項ただし書、第六十八条の二及び第百七条第一項において同じ。）は、その特許発明の実施について安全性の確保等を目的とする法律の規定による許可その他の処分であつて当該処分の目的、手続等からみて当該処分を的確に行うには相当の期間を要するものとして政令で定めるものを受けることが必要であるために、その特許発明の実施をすることができない期間があつたときは、五年を限度として、延長登録の出願により延長することができる。
【解説】
新・第６７条２項の延長は、特許権の設定の登録までの不合理な遅滞による延長です。
一方、新・第６７条４項の延長は、特許権の設定の登録後の許認可までによる延長です。
なので、「第一項に規定する存続期間」が「第二項の規定により延長されたときは、その延長の期間を加えたもの」となっています。
つまり、２項で３年、４項で４年延長されれば、特許権の存続期間は計２７年に！延長されることになります。
実際には、特許権の設定の登録が不合理な遅延ににより遅れた場合は、特許権の設定の登録後の許認可までに要する時間も短くなるはずなので、そんなには延びないかも？
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
1 特許権の存続期間が、第６７条２項の規定で２年間延長された場合において、医薬品の許認可によりその特許発明の実施をすることができない期間が３年間あった場合、第６７条４項の規定で申請できる延長期間は、１年間に減じられる。
（×）　第６７条４項かっこ書。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
1 特許権の存続期間が、第６７条２項の規定で３年間延長された場合において、医薬品の許認可によりその特許発明の実施をすることができない期間が３年間あった場合、第６７条４項の規定で申請できる延長期間は、６年間ではなく、５年間に減じられる。
（×）　第６７条４項かっこ書。
★　第６７条の２～第６７条の８の構成　★
	改正前
	改正後

	
	第６７条の２：２項延長の願書関連

	
	第６７条の３：２項延長の拒絶査定

	
	第６７条の４：２項延長の準用

	第６７条の２：延長の願書関連
	第６７条の５：４項延長の願書関連

	第６７条の２の２：満了前６月の提出書面
	第６７条の６：満了前６月の提出書面

	第６７条の３：拒絶査定
	第６７条の７：４項延長の拒絶査定

	第６７条の４：準用
	第６７条の７：４項延長の準用


★改正後（新設）

（存続期間の延長登録）

第六十七条の二　　前条第二項の延長登録の出願をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した願書を特許庁長官に提出しなければならない。

一　出願人の氏名又は名称及び住所又は居所

二　特許番号

三　延長を求める期間

四　特許出願の番号及び年月日

五　出願審査の請求があつた年月日
２　前項の願書には、経済産業省令で定めるところにより、同項第三号に掲げる期間の算定の根拠を記載した書面を添付しなければならない。
３　前条第二項の延長登録の出願は、特許権の設定の登録の日から三月（出願をする者がその責めに帰することができない理由により当該期間内に出願をすることができないときは、その理由がなくなつた日から十四日（在外者にあつては、二月）を経過する日までの期間（当該期間が九月を超えるときは、九月））以内にしなければならない。ただし、同条第一項に規定する存続期間の満了後は、することができない。
４　特許権が共有に係るときは、各共有者は、他の共有者と共同でなければ、前条第二項の延長登録の出願をすることができない。
５　前条第二項の延長登録の出願があつたときは、同条第一項に規定する存続期間は、延長されたものとみなす。ただし、その出願について拒絶をすべき旨の査定が確定し、又は次条第三項の延長登録があつたときは、この限りでない。
６　前条第二項の延長登録の出願があつたときは、第一項各号に掲げる事項を特許公報に掲載しなければならない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
1 第６７条２項の規定による延長登録の出願は、存続期間の満了前ならば、いつでもすることができる。
（×）　第６７条の２第３項。特許権の設定の登録の日から三月（出願をする者がその責めに帰することができない理由により当該期間内に出願をすることができないときは、その理由がなくなつた日から十四日（在外者にあつては、二月）を経過する日までの期間（当該期間が九月を超えるときは、九月））以内にしなければならない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
1 特許権が共有に係るときは、各共有者は、他の共有者と共同でなければ、第６７条２項の延長登録の出願をすることができない。
（〇）　第６７条の２第４項。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
1 第６７条２項の延長登録の出願があつたときは、同条第一項に規定する存続期間は、延長されたものとみなす。
（〇）　第６７条の２第５項。

★改正後（新設）
第六十七条の三　　審査官は、第六十七条第二項の延長登録の出願が次の各号のいずれかに該当するときは、その出願について拒絶をすべき旨の査定をしなければならない。

一　その特許権の設定の登録が基準日以後にされていないとき。

二　その延長を求める期間がその特許権の存続期間に係る延長可能期間を超えているとき。

三　その出願をした者が当該特許権者でないとき。

四　その出願が前条第四項に規定する要件を満たしていないとき。
２　審査官は、第六十七条第二項の延長登録の出願について拒絶の理由を発見しないときは、延長登録をすべき旨の査定をしなければならない。
３　前項の査定があつたときは、延長登録をする。
４　前項の延長登録があつたときは、次に掲げる事項を特許公報に掲載しなければならない。

一　特許権者の氏名又は名称及び住所又は居所

二　特許番号

三　第六十七条第二項の延長登録の出願の番号及び年月日

四　延長登録の年月日

五　延長の期間

六　特許出願の番号及び年月日

七　出願審査の請求があつた年月日
★改正後（新設）
第六十七条の四　　第四十七条第一項、第五十条、第五十二条及び第百三十九条（第七号を除く。）の規定は、第六十七条第二項の延長登録の出願の審査について準用する。この場合において、第百三十九条第六号中「不服を申し立てられた」とあるのは、「第六十七条第二項の延長登録の出願があつた特許権に係る特許出願の」と読み替えるものとする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
1 審査官は、第六十七条第二項の延長登録の出願に拒絶の理由があるときは、拒絶の理由を通知することなく、拒絶することができる。
（×）　第６７条の４で、第５０条を準用している。通知が必要である。
★改正前
（存続期間の延長登録）

第六十七条の二　　特許権の存続期間の延長登録の出願をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した願書を特許庁長官に提出しなければならない。

一　出願人の氏名又は名称及び住所又は居所

二　特許番号

三　延長を求める期間（五年以下の期間に限る。）

四　前条第二項の政令で定める処分の内容
２　前項の願書には、経済産業省令で定めるところにより、延長の理由を記載した資料を添付しなければならない。
３　特許権の存続期間の延長登録の出願は、前条第二項の政令で定める処分を受けた日から政令で定める期間内にしなければならない。ただし、同条第一項に規定する特許権の存続期間の満了後は、することができない。
★改正後
第六十七条の五　　第六十七条第四項の延長登録の出願をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した願書を特許庁長官に提出しなければならない。

一　出願人の氏名又は名称及び住所又は居所

二　特許番号

三　延長を求める期間（五年以下の期間に限る。）

四　第六十七条第四項の政令で定める処分の内容
２　前項の願書には、経済産業省令で定めるところにより、延長の理由を記載した資料を添付しなければならない。
３　第六十七条第四項の延長登録の出願は、同項の政令で定める処分を受けた日から政令で定める期間内にしなければならない。ただし、同条第一項に規定する存続期間の満了後は、することができない。
【解説】
・内容の変更なし。

★改正前
（存続期間の延長登録）

第六十七条の二
４　特許権が共有に係るときは、各共有者は、他の共有者と共同でなければ、特許権の存続期間の延長登録の出願をすることができない。
５　特許権の存続期間の延長登録の出願があつたときは、存続期間は、延長されたものとみなす。ただし、その出願について拒絶をすべき旨の査定が確定し、又は特許権の存続期間を延長した旨の登録があつたときは、この限りでない。
６　特許権の存続期間の延長登録の出願があつたときは、第一項各号に掲げる事項並びにその出願の番号及び年月日を特許公報に掲載しなければならない。
★改正後

第六十七条の五
４　第六十七条の二第四項から第六項までの規定は、第六十七条第四項の延長登録の出願について準用する。この場合において、第六十七条の二第五項ただし書中「次条第三項」とあるのは「第六十七条の七第三項」と、同条第六項中「第一項各号」とあるのは「第六十七条の五第一項各号」と読み替えるものとする。
【解説】
・内容の変更なし。
★改正前
第六十七条の二の二　　特許権の存続期間の延長登録の出願をしようとする者は、第六十七条第一項に規定する特許権の存続期間の満了前六月の前日までに同条第二項の政令で定める処分を受けることができないと見込まれるときは、次に掲げる事項を記載した書面をその日までに特許庁長官に提出しなければならない。

一　出願をしようとする者の氏名又は名称及び住所又は居所

二　特許番号

三　第六十七条第二項の政令で定める処分
２　前項の規定により提出すべき書面を提出しないときは、第六十七条第一項に規定する特許権の存続期間の満了前六月以後に特許権の存続期間の延長登録の出願をすることができない。
３・４　（略）
★改正後

第六十七条の六　　第六十七条第四項の延長登録の出願をしようとする者は、同条第一項に規定する存続期間の満了前六月の前日までに同条第四項の政令で定める処分を受けることができないと見込まれるときは、次に掲げる事項を記載した書面をその日までに特許庁長官に提出しなければならない。

一　出願をしようとする者の氏名又は名称及び住所又は居所

二　特許番号

三　第六十七条第四項の政令で定める処分
２　前項の規定により提出すべき書面を提出しないときは、第六十七条第一項に規定する存続期間の満了前六月以後に同条第四項の延長登録の出願をすることができない。
３・４　（略）
【解説】
・内容の変更なし。
★改正前
第六十七条の三　　審査官は、特許権の存続期間の延長登録の出願が次の各号のいずれかに該当するときは、その出願について拒絶をすべき旨の査定をしなければならない。

一　その特許発明の実施に第六十七条第二項の政令で定める処分を受けることが必要であつたとは認められないとき。

二　その特許権者又はその特許権についての専用実施権若しくは通常実施権を有する者が第六十七条第二項の政令で定める処分を受けていないとき。

三　その延長を求める期間がその特許発明の実施をすることができなかつた期間を超えているとき。

四　その出願をした者が当該特許権者でないとき。

五　その出願が第六十七条の二第四項に規定する要件を満たしていないとき。
２　審査官は、特許権の存続期間の延長登録の出願について拒絶の理由を発見しないときは、延長登録をすべき旨の査定をしなければならない。

３　特許権の存続期間の延長登録をすべき旨の査定又は審決があつたときは、特許権の存続期間を延長した旨の登録をする。
４　前項の登録があつたときは、次に掲げる事項を特許公報に掲載しなければならない。

一　特許権者の氏名又は名称及び住所又は居所

二　特許番号

三　特許権の存続期間の延長登録の出願の番号及び年月日

四　延長登録の年月日

五　延長の期間

六　第六十七条第二項の政令で定める処分の内容
★改正後
第六十七条の七　　審査官は、第六十七条第四項の延長登録の出願が次の各号のいずれかに該当するときは、その出願について拒絶をすべき旨の査定をしなければならない。

一　その特許発明の実施に第六十七条第四項の政令で定める処分を受けることが必要であつたとは認められないとき。

二　その特許権者又はその特許権についての専用実施権若しくは通常実施権を有する者が第六十七条第四項の政令で定める処分を受けていないとき。

三　その延長を求める期間がその特許発明の実施をすることができなかつた期間を超えているとき。

四　その出願をした者が当該特許権者でないとき。

五　その出願が第六十七条の五第四項において準用する第六十七条の二第四項に規定する要件を満たしていないとき。

２　審査官は、第六十七条第四項の延長登録の出願について拒絶の理由を発見しないときは、延長登録をすべき旨の査定をしなければならない。

３　前項の査定があつたときは、延長登録をする。

４　前項の延長登録があつたときは、次に掲げる事項を特許公報に掲載しなければならない。

一　特許権者の氏名又は名称及び住所又は居所

二　特許番号

三　第六十七条第四項の延長登録の出願の番号及び年月日

四　延長登録の年月日

五　延長の期間

六　第六十七条第四項の政令で定める処分の内容
【解説】
・内容の変更なし。
★改正前（削除）

第六十七条の四　　第四十七条第一項、第四十八条、第五十条及び第五十二条の規定は、特許権の存続期間の延長登録の出願の審査について準用する。
★改正後（新設）

第六十七条の八　　第六十七条の四前段の規定は、第六十七条第四項の延長登録の出願の審査について準用する。この場合において、第六十七条の四前段中「第七号」とあるのは、「第六号及び第七号」と読み替えるものとする。
【解説】
・内容の変更なし。
★改正前
（存続期間が延長された場合の特許権の効力）

第六十八条の二　　特許権の存続期間が延長された場合（第六十七条の二第五項の規定により延長されたものとみなされた場合を含む。）の当該特許権の効力は、その延長登録の理由となつた第六十七条第二項の政令で定める処分の対象となつた物（その処分においてその物の使用される特定の用途が定められている場合にあつては、当該用途に使用されるその物）についての当該特許発明の実施以外の行為には、及ばない。
★改正後
（第六十七条第四項の規定により存続期間が延長された場合の特許権の効力）

第六十八条の二　　第六十七条第四項の規定により同条第一項に規定する存続期間が延長された場合（第六十七条の五第四項において準用する第六十七条の二第五項本文の規定により延長されたものとみなされた場合を含む。）の当該特許権の効力は、その延長登録の理由となつた第六十七条第四項の政令で定める処分の対象となつた物（その処分においてその物の使用される特定の用途が定められている場合にあつては、当該用途に使用されるその物）についての当該特許発明の実施以外の行為には、及ばない。
【解説】
・内容の変更なし。
★改正後（新設）
（延長登録無効審判）

第百二十五条の二　　第六十七条の三第三項の延長登録が次の各号のいずれかに該当するときは、その延長登録を無効にすることについて延長登録無効審判を請求することができる。

一　その延長登録が基準日以後にされていない場合の出願に対してされたとき。

二　その延長登録により延長された期間がその特許権の存続期間に係る延長可能期間を超えているとき。

三　その延長登録が当該特許権者でない者の出願に対してされたとき。

四　その延長登録が第六十七条の二第四項に規定する要件を満たしていない出願に対してされたとき。
２　前項の延長登録無効審判は、利害関係人に限り請求することができる。
３　第百二十三条第三項及び第四項の規定は、第一項の規定による延長登録無効審判の請求について準用する。
４　第六十七条の三第三項の延長登録を無効にすべき旨の審決が確定したときは、その延長登録による特許権の存続期間の延長は、初めからされなかつたものとみなす。ただし、延長登録が第一項第二号に該当する場合において、その特許権の存続期間に係る延長可能期間を超える期間の延長登録を無効にすべき旨の審決が確定したときは、当該超える期間について、その延長がされなかつたものとみなす。
５　前項本文の規定により初めからされなかつたものとみなされた延長登録による特許権の存続期間の延長に係る当該延長の期間又は同項ただし書の規定により延長がされなかつたものとみなされた期間内にされた第六十七条第四項の延長登録の出願が特許庁に係属しているときは、当該出願は、取り下げられたものとみなす。
６　第四項本文の規定により初めからされなかつたものとみなされた延長登録による特許権の存続期間の延長に係る当該延長の期間又は同項ただし書の規定により延長がされなかつたものとみなされた期間内にされた第六十七条第四項の延長登録の出願に係る第六十七条の七第三項の延長登録がされているときは、当該延長登録による特許権の存続期間の延長は、初めからされなかつたものとみなす。
【解説】
・「第六十七条の三第三項の延長登録」に関する規定なので、「第６７条２項の延長」に関する規定である。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
1 第六十七条第二項の延長登録の出願が登録された場合、その延長登録無効審判は、利害関係人に限り請求することができる。
（○）　第１２５条の２第２項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
２ 第六十七条第二項の延長登録の出願が登録され、その延長登録を無効にすべき旨の審決が確定したときは、その延長登録による特許権の存続期間の延長は、無効理由にかかわらず、初めからされなかつたものとみなされる。
（×）　第１２５条の２第４項ただし書き。第１２５条１項２号に該当し、正当な延長期間がある場合は、その正当な延長期間までは認められる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許期間延長制度に関して。
３　第六十七条第二項の延長登録の出願が登録され、その延長登録を無効にすべき旨の審決が確定した場合、初めからされなかつたものとみなされた延長登録による特許権の存続期間の延長に係る当該延長の期間内にされた第六十七条第四項の延長登録の出願が特許庁に係属しているときは、拒絶査定される。
（×）　第１２５条の２第５項。当該出願は、取り下げられたものとみなす。

★改正前
（延長登録無効審判）

第百二十五条の二　　特許権の存続期間の延長登録が次の各号のいずれかに該当するときは、その延長登録を無効にすることについて延長登録無効審判を請求することができる。

一　その延長登録がその特許発明の実施に第六十七条第二項の政令で定める処分を受けることが必要であつたとは認められない場合の出願に対してされたとき。

二　その延長登録が、その特許権者又はその特許権についての専用実施権若しくは通常実施権を有する者が第六十七条第二項の政令で定める処分を受けていない場合の出願に対してされたとき。

三　その延長登録により延長された期間がその特許発明の実施をすることができなかつた期間を超えているとき。

四　その延長登録が当該特許権者でない者の出願に対してされたとき。

五　その延長登録が第六十七条の二第四項に規定する要件を満たしていない出願に対してされたとき。
★改正後
第百二十五条の三　　第六十七条の七第三項の延長登録が次の各号のいずれかに該当するときは、その延長登録を無効にすることについて延長登録無効審判を請求することができる。

一　その延長登録がその特許発明の実施に第六十七条第四項の政令で定める処分を受けることが必要であつたとは認められない場合の出願に対してされたとき。

二　その延長登録が、その特許権者又はその特許権についての専用実施権若しくは通常実施権を有する者が第六十七条第四項の政令で定める処分を受けていない場合の出願に対してされたとき。

三　その延長登録により延長された期間がその特許発明の実施をすることができなかつた期間を超えているとき。

四　その延長登録が当該特許権者でない者の出願に対してされたとき。

五　その延長登録が第六十七条の五第四項において準用する第六十七条の二第四項に規定する要件を満たしていない出願に対してされたとき。
【解説】
・内容の変更なし。
・「第六十七条の七第三項の延長登録」に関する規定なので、「第６７条４項の延長」に関する規定である。

★改正前
（延長登録無効審判）

第百二十五条の二
２　延長登録無効審判は、利害関係人に限り請求することができる。
３　第百二十三条第三項及び第四項の規定は、延長登録無効審判の請求について準用する。
４　延長登録を無効にすべき旨の審決が確定したときは、その延長登録による存続期間の延長は、初めからされなかつたものとみなす。ただし、延長登録が第一項第三号に該当する場合において、その特許発明の実施をすることができなかつた期間を超える期間の延長登録を無効にすべき旨の審決が確定したときは、当該超える期間について、その延長がされなかつたものとみなす。
★改正後
第百二十五条の三
２　前条第二項及び第三項の規定は、前項の規定による延長登録無効審判の請求について準用する。
３　第六十七条の七第三項の延長登録を無効にすべき旨の審決が確定したときは、その延長登録によるによる特許権の存続期間の延長は、初めからされなかつたものとみなす。ただし、延長登録が第一項第三号に該当する場合において、その特許発明の実施をすることができなかつた期間を超える期間の延長登録を無効にすべき旨の審決が確定したときは、当該超える期間について、その延長がされなかつたものとみなす。
【解説】
・内容の変更なし。
★改正前
（審判官の除斥）

第百三十九条　　審判官は、次の各号のいずれかに該当するときは、その職務の執行から除斥される。

七　審判官が事件について直接の利害関係を有するとき。
★改正後
（審判官の除斥）

第百三十九条　　審判官は、次の各号のいずれかに該当するときは、その職務の執行から除斥される。

一　～　六　（略）
七　審判官が第六十七条第二項の延長登録の出願に係る事件についてその特許権に係る特許出願の審査においてその査定に審査官として関与したとき。

八　審判官が事件について直接の利害関係を有するとき。
【解説】
・第７号が追加された。
※以下の改定は、解説を省略する。
第３８条の４、第４８条、第７１条、第９１条の２、第１０７条、第１４４条の２、第１５９条、第１８４条の９、第１８６条、別表（第１９５条）
不競法H30改正法　〜　特許法
★改正前

（特許料）
第百七条
３　　第一項の特許料は、特許権が国又は第百九条の規定若しくは他の法令の規定による特許料の軽減若しくは免除（以下この項において「減免」という。）を受ける者を含む者の共有に係る場合であつて持分の定めがあるときは、第一項の規定にかかわらず、国以外の各共有者ごとに同項に規定する特許料の金額（減免を受ける者にあつては、その減免後の金額）にその持分の割合を乗じて得た額を合算して得た額とし、国以外の者がその額を納付しなければならない。
★改正後

（特許料）
第百七条
３　　第一項の特許料は、特許権が国又は第百九条若しくは第百九条の二の規定若しくは他の法令の規定による特許料の軽減若しくは免除（以下この項において「減免」という。）を受ける者を含む者の共有に係る場合であつて持分の定めがあるときは、第一項の規定にかかわらず、国以外の各共有者ごとに同項に規定する特許料の金額（減免を受ける者にあつては、その減免後の金額）にその持分の割合を乗じて得た額を合算して得た額とし、国以外の者がその額を納付しなければならない。
【解説】
・第１０９条の２の規定（中小企業等の特許料の減免又は猶予）が新設されたことに対応
※学習の必要なし
 ★改正後（新設）
（特許料の減免又は猶予）
第百九条の二　　特許庁長官は、特許権の設定の登録を受ける者又は特許権者であつて、中小企業者、試験研究機関等その他の資力、研究開発及び技術開発を行う能力、産業の発達に対する寄与の程度等を総合的に考慮して政令で定める者に対しては、政令で定めるところにより、第百七条第一項の規定による第一年から第十年までの各年分の特許料を軽減し若しくは免除し、又はその納付を猶予することができる。
２　　前項の「中小企業者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。

一　資本金の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が三百人以下の会社及び個人であつて、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第四号までに掲げる業種及び第五号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの

二　資本金の額又は出資の総額が一億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人以下の会社及び個人であつて、卸売業（第五号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの

三　資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人以下の会社及び個人であつて、サービス業（第五号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの

四　資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が五十人以下の会社及び個人であつて、小売業（次号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの

五　資本金の額又は出資の総額がその業種ごとに政令で定める金額以下の会社並びに常時使用する従業員の数がその業種ごとに政令で定める数以下の会社及び個人であつて、その政令で定める業種に属する事業を主たる事業として営むもの

六　企業組合

七　協業組合

八　事業協同組合、事業協同小組合、商工組合、協同組合連合会その他の特別の法律により設立された組合及びその連合会であつて、政令で定めるもの

九　特定非営利活動法人（特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利活動法人をいう。）であつて、常時使用する従業員の数が三百人（小売業を主たる事業とする事業者については五十人、卸売業又はサービス業を主たる事業とする事業者については百人）以下のもの
３　　第一項の「試験研究機関等」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。

一　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する大学（次号において「大学」という。）の学長、副学長、学部長、教授、准教授、助教、講師、助手若しくはその他の職員のうち専ら研究に従事する者、同条に規定する高等専門学校（同号及び第四号において「高等専門学校」という。）の校長、教授、准教授、助教、講師、助手若しくはその他の職員のうち専ら研究に従事する者又は国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第三項に規定する大学共同利用機関法人（次号において「大学共同利用機関法人」という。）の長若しくはその職員のうち専ら研究に従事する者

二　大学若しくは高等専門学校を設置する者又は大学共同利用機関法人

三　大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律（平成十年法律第五十二号）第五条第二項に規定する承認事業者

四　独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。）であつて、試験研究に関する業務を行うもの（次号において「試験研究独立行政法人」という。）のうち高等専門学校を設置する者以外のものとして政令で定めるもの

五　試験研究独立行政法人であつて政令で定めるもの（以下この号において「特定試験研究独立行政法人」という。）における技術に関する研究成果について、当該研究成果に係る特定試験研究独立行政法人が保有する特許権又は特許を受ける権利の譲渡を受け、当該特許権又は当該特許を受ける権利に基づいて取得した特許権についての譲渡、専用実施権の設定その他の行為により、当該研究成果の活用を行おうとする民間事業者に対し移転する事業を行う者

六　公設試験研究機関（地方公共団体に置かれる試験所、研究所その他の機関（学校教育法第二条第二項に規定する公立学校を除く。）であつて、試験研究に関する業務を行うものをいう。）を設置する者

七　試験研究地方独立行政法人（地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。）のうち同法第六十八条第一項に規定する公立大学法人以外のものであつて、試験研究に関する業務を行うものをいう。）
【解説】
・不競法H３０改正法のうち、同法附則第１条第４号に掲げる規定（平成３１年４月１日施行予定）の中では、一番のメインとなる新設条項
・詳細を規定する政令は未公表である。
・「中小企業者」の定義は、中小企業基本法に準拠しているようである。
★中小企業者の整理　※出題されるかも？

	号
	業種
	資本金の額又は
出資の総額
	従業員の数

	１
	製造業、建設業、運輸業その他の業種
	三億円以下
	三百人以下

	２
	卸売業
	一億円以下
	百人以下

	３
	サービス業
	五千万円以下
	百人以下

	４
	小売業
	五千万円以下
	五十人以下


□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許料金の軽減制度に関して。
1 資本金五千万円、従業員百人の会社であって、小売業に属する事業を主たる事業として営むものは、第１０９条第１項に規定する特許料の軽減を受けることができる。
（×）　第１０９条１項、２項４号。従業員は五十人以下が適用条件である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許料金の軽減制度に関して。
1 特許権の設定の登録を受ける者が、学校教育法第１条に規定する大学の教授である場合、第１０９条第１項に規定する特許料の軽減を受けることができる。
（×）　第１０９条１項、３項１号。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許料金の軽減制度に関して。
1 特許権の設定の登録を受ける者が、大学法人である場合、第１０９条第１項に規定する特許料の軽減を受けることができる。
（×）　第１０９条１項、３項１号。
★改正前

（特許料の追納）

第百十二条　　特許権者は、第百八条第二項に規定する期間又は第百九条の規定による納付の猶予後の期間内に特許料を納付することができないときは、その期間が経過した後であつても、その期間の経過後六月以内にその特許料を追納することができる。
２〜５　（略）
６　　特許権者が第一項の規定により特許料を追納することができる期間内に第百九条の規定により納付が猶予された特許料及び第二項の割増特許料を納付しないときは、その特許権は、初めから存在しなかつたものとみなす。
★改正後
（特許料の追納）
第百十二条　　特許権者は、第百八条第二項に規定する期間又は第百九条若しくは第百九条の二の規定による納付の猶予後の期間内に特許料を納付することができないときは、その期間が経過した後であつても、その期間の経過後六月以内にその特許料を追納することができる。
２〜５　（略）
６　　特許権者が第一項の規定により特許料を追納することができる期間内に第百九条又は第百九条の二の規定により納付が猶予された特許料及び第二項の割増特許料を納付しないときは、その特許権は、初めから存在しなかつたものとみなす。
【解説】
・第１０９条の２の規定（中小企業等の特許料の減免又は猶予）が新設されたことに対応

※学習の必要なし
★改正前

（手数料）

第百九十五条　
１〜５　（略）

６　　特許を受ける権利が国又は次条の規定若しくは他の法令の規定による出願審査の請求の手数料の軽減若しくは免除（以下この項において「減免」という。）を受ける者を含む者の共有に係る場合であつて持分の定めがあるときは、これらの者が自己の特許を受ける権利について第二項の規定により納付すべき出願審査の請求の手数料は、同項の規定にかかわらず、国以外の各共有者ごとに同項に規定する出願審査の請求の手数料の金額（減免を受ける者にあつては、その減免後の金額）にその持分の割合を乗じて得た額を合算して得た額とし、国以外の者がその額を納付しなければならない。
★改正後

（手数料）

第百九十五条　
１〜５　（略）

６　　特許を受ける権利が国又は次条若しくは第百九十五条の二の二の規定若しくは他の法令の規定による出願審査の請求の手数料の軽減若しくは免除（以下この項において「減免」という。）を受ける者を含む者の共有に係る場合であつて持分の定めがあるときは、これらの者が自己の特許を受ける権利について第二項の規定により納付すべき出願審査の請求の手数料は、同項の規定にかかわらず、国以外の各共有者ごとに同項に規定する出願審査の請求の手数料の金額（減免を受ける者にあつては、その減免後の金額）にその持分の割合を乗じて得た額を合算して得た額とし、国以外の者がその額を納付しなければならない。
【解説】
・第１０９条の２の規定（中小企業等の特許料の減免又は猶予）が新設されたことに対応

※学習の必要なし
★改正後（新設）
（出願審査の請求の手数料の減免）
第百九十五条の二の二　　特許庁長官は、自己の特許出願について出願審査の請求をする者であつて、第百九条の二第一項の政令で定める者に対しては、政令で定めるところにより、第百九十五条第二項の規定により納付すべき出願審査の請求の手数料を軽減し、又は免除することができる。
【解説】
・第１０９条の２の規定（中小企業等の特許料の減免又は猶予）が新設されたことに対応

※学習の必要なし
２０１９年度弁理士試験に関係する法改正一覧
① 環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律

（平成２８年１２月１６日法律第１０８号）　※以下、TPP12法と略
② 環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律の
一部を改正する法律

（平成３０年７月６日法律第７０号）
【改正される法律】

(1) 特許法
・新規性喪失の例外規定の期間延長
・不合理な遅滞に関する特許期間延長制度の新設

(2) 商標法
・商標の不正使用に関する法定の損害賠償方法を拡充

(3) 著作権法
・著作物等の保護期間の延長
・著作権等侵害罪の一部非親告罪化
・著作物等の利用を管理する効果的な技術的手段に関する制度整備
・配信音源の二次使用に対する使用料請求権の付与
・損害賠償に関する規定の見直し
【施行日】
・②の改正法で、2018.12.30
・商標法第２６条の改正は、先行して施行済（2016.12.26）
・特許法第３０条の改正は、③で施行済（2018.6.9）

③ 不正競争防止法等の一部を改正する法律

　　（平成３０年５月３０日法律第３３号）　※以下、不競法H30改正法と略
【改正される法律】

(1) 不正競争防止法
・「限定提供データ」に係る事項
・「技術的制限手段」に係る事項
・証拠収集手続きの強化に係る事項
(2) 特許法
・新規性喪失の例外規定の期間延長　※TPP12と同じ改正
・中小企業者等の特許料減免

(3) 意匠法
・新規性喪失の例外規定の期間延長
(4) 商標法
・商標登録出願の分割要件の強化

【施行日】

・不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行期日⇒平成３１年７月１日
・同法附則第１条第２号に掲げる規定の施行日⇒平成３０年６月９日　※施行済
　　　（特許法第３０条、意匠法第４条、商標法第１０条）
・同法附則第１条第３号に掲げる規定の施行期日⇒平成３０年１１月２９日
 　　（不正競争防止法）

・同法附則第１条第４号に掲げる規定の施行期日⇒平成３１年４月１日らしい
　　　（特許法第１０７条、１０９条、１１２条など）
・同法附則第１条第５号に掲げる規定の施行期日⇒2020年1月１日らしい
　 　　（意匠法第１５条、第６０条の１０）

④ 著作権法の一部を改正する法律

　　　（平成３０年５月２５日法律第３０号）　※以下、著作権法H30改正法と略
【改正される法律】
(1) 著作権法
・デジタル化・ネットワーク化の進展に対応した柔軟な権利制限規定の整備
・教育の情報化に対応した権利制限規定等の整備
・障害者の情報アクセス機会の充実に係る権利制限規定の整備
・アーカイブの利活用促進に関する権利制限規定の整備等
【施行日】
(1) デジタル化・ネットワーク化の進展に対応した柔軟な権利制限規定の整備
⇒平成３１年１月１日

(2) 教育の情報化に対応した権利制限規定等の整備　⇒未定（交付の日から３年以内）

(3) 障害者の情報アクセス機会の充実に係る権利制限規定の整備　⇒平成３１年１月１日

(4) アーカイブの利活用促進に関する権利制限規定の整備等　⇒平成３１年１月１日

⑤ 学校教育法等の一部を改正する法律
　　　（平成３０年６月１日法律第３９号）
【改正される法律】
(1) 著作権法
・教科用図書にデジタル教科書を追加
【施行日】
　　平成３１年４月１日
不競法H30改正法　〜　意匠法
★改正前
（意匠の新規性の喪失の例外）

第四条　　意匠登録を受ける権利を有する者の意に反して第三条第一項第一号又は第二号に該当するに至つた意匠は、その該当するに至つた日から六月以内にその者がした意匠登録出願に係る意匠についての同条第一項及び第二項の規定の適用については、同条第一項第一号又は第二号に該当するに至らなかつたものとみなす。
２　　意匠登録を受ける権利を有する者の行為に起因して第三条第一項第一号又は第二号に該当するに至つた意匠（発明、実用新案、意匠又は商標に関する公報に掲載されたことにより同条第一項第一号又は第二号に該当するに至つたものを除く。）も、その該当するに至つた日から六月以内にその者がした意匠登録出願に係る意匠についての同条第一項及び第二項の規定の適用については、前項と同様とする。
★改正後　　※不競法H30改正法にて施行済（2018.6.9施行）
（意匠の新規性の喪失の例外）

第四条　　意匠登録を受ける権利を有する者の意に反して第三条第一項第一号又は第二号に該当するに至つた意匠は、その該当するに至つた日から一年以内にその者がした意匠登録出願に係る意匠についての同項及び同条第二項の規定の適用については、同条第一項第一号又は第二号に該当するに至らなかつたものとみなす。
２　　意匠登録を受ける権利を有する者の行為に起因して第三条第一項第一号又は第二号に該当するに至つた意匠（発明、実用新案、意匠又は商標に関する公報に掲載されたことにより同項第一号又は第二号に該当するに至つたものを除く。）も、その該当するに至つた日から一年以内にその者がした意匠登録出願に係る意匠についての同項及び同条第二項の規定の適用については、前項と同様とする。
【解説】

申請できる期間が、６月から１年に延長されただけです。
「同条第一項及び第二項」の改正は、表現を揃えただけなので実質変更なしです。

青短に掲載した過去問では、すでに本改正に対応済です。演習は青短で！といっても、特に気を付けるべき論点はありません。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-31〕　意匠法第４条（意匠の新規性の喪失の例外）に関して。
３ 意匠イについて意匠登録を受ける権利を有する甲が、イに係る物品をパリ条約の同盟国において販売を開始し、その１０月後にイについて当該同盟国に出願をした。甲が、さらに３月後に、この出願を第一国出願としてパリ条約による優先権の主張をして、日本国で意匠登録出願をすれば、イについての新規性喪失の例外の規定の適用を受けることができる場合がある。
（×）　第４条第２項。イに係る物品をパリ条約の同盟国において販売を開始した日から１年以内に、日本国に出願する必要がある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-17〕　意匠法第４条（意匠の新規性の喪失の例外）に関して。
(ｲ) 甲は、意匠イに係る意匠登録出願をしようとしたところ、イは、３月前に自ら公開した自己の意匠ロと第三者の公然知られた意匠ハに基づき容易に意匠の創作をすることができた意匠に該当するものであった。この場合、甲は、ロの公開から１年以内に、ロについて意匠法第４条第２項の規定の適用を受けるイに係る意匠登録出願をすることにより、イがロの公開に起因して意匠法第３条第２項に規定する意匠に該当するとして、当該出願が拒絶されることはない。
（〇）　第４条第２項。公開意匠と意匠登録出願の意匠との関係は、同一でなくてもよい。また、第３条第２項の規定については、同条第１項第１号又は第２号に該当するに至らなかつたものとみなされる。
２０１９年度弁理士試験に関係する法改正一覧
① 環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律

（平成２８年１２月１６日法律第１０８号）　※以下、TPP12法と略
② 環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律の
一部を改正する法律

（平成３０年７月６日法律第７０号）
【改正される法律】

(1) 特許法
・新規性喪失の例外規定の期間延長
・不合理な遅滞に関する特許期間延長制度の新設

(2) 商標法
・商標の不正使用に関する法定の損害賠償方法を拡充
(3) 著作権法
・著作物等の保護期間の延長
・著作権等侵害罪の一部非親告罪化
・著作物等の利用を管理する効果的な技術的手段に関する制度整備
・配信音源の二次使用に対する使用料請求権の付与
・損害賠償に関する規定の見直し
【施行日】
・②の改正法で、2018.12.30
・商標法第２６条の改正は、先行して施行済（2016.12.26）
・特許法第３０条の改正は、③で施行済（2018.6.9）

③ 不正競争防止法等の一部を改正する法律

　　（平成３０年５月３０日法律第３３号）　※以下、不競法H30改正法と略
【改正される法律】

(1) 不正競争防止法
・「限定提供データ」に係る事項
・「技術的制限手段」に係る事項
・証拠収集手続きの強化に係る事項
(2) 特許法
・新規性喪失の例外規定の期間延長　※TPP12と同じ改正
・中小企業者等の特許料減免

(3) 意匠法
・新規性喪失の例外規定の期間延長
(4) 商標法
・商標登録出願の分割要件の強化
【施行日】

・不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行期日⇒平成３１年７月１日
・同法附則第１条第２号に掲げる規定の施行日⇒平成３０年６月９日　※施行済
　　　（特許法第３０条、意匠法第４条、商標法第１０条）
・同法附則第１条第３号に掲げる規定の施行期日⇒平成３０年１１月２９日
 　　（不正競争防止法）

・同法附則第１条第４号に掲げる規定の施行期日⇒平成３１年４月１日らしい
　　　（特許法第１０７条、１０９条、１１２条など）
・同法附則第１条第５号に掲げる規定の施行期日⇒2020年1月１日らしい
　 　　（意匠法第１５条、第６０条の１０）

④ 著作権法の一部を改正する法律

　　　（平成３０年５月２５日法律第３０号）　※以下、著作権法H30改正法と略
【改正される法律】
(1) 著作権法
・デジタル化・ネットワーク化の進展に対応した柔軟な権利制限規定の整備
・教育の情報化に対応した権利制限規定等の整備
・障害者の情報アクセス機会の充実に係る権利制限規定の整備
・アーカイブの利活用促進に関する権利制限規定の整備等
【施行日】
(1) デジタル化・ネットワーク化の進展に対応した柔軟な権利制限規定の整備
⇒平成３１年１月１日

(2) 教育の情報化に対応した権利制限規定等の整備　⇒未定（交付の日から３年以内）

(3) 障害者の情報アクセス機会の充実に係る権利制限規定の整備　⇒平成３１年１月１日

(4) アーカイブの利活用促進に関する権利制限規定の整備等　⇒平成３１年１月１日

⑤ 学校教育法等の一部を改正する法律
　　　（平成３０年６月１日法律第３９号）
【改正される法律】
(1) 著作権法
・教科用図書にデジタル教科書を追加
【施行日】
　　平成３１年４月１日
不競法H30改正法　〜　商標法
★改正前
（商標登録出願の分割）

第十条　　商標登録出願人は、商標登録出願が審査、審判若しくは再審に係属している場合又は商標登録出願についての拒絶をすべき旨の審決に対する訴えが裁判所に係属している場合に限り、二以上の商品又は役務を指定商品又は指定役務とする商標登録出願の一部を一又は二以上の新たな商標登録出願とすることができる。
★改正後　　※不競法H30改正法にて施行済（2018.6.9施行）
（商標登録出願の分割）

第十条　　商標登録出願人は、商標登録出願が審査、審判若しくは再審に係属している場合又は商標登録出願についての拒絶をすべき旨の審決に対する訴えが裁判所に係属している場合であつて、かつ、当該商標登録出願について第七十六条第二項の規定により納付すべき手数料を納付している場合に限り、二以上の商品又は役務を指定商品又は指定役務とする商標登録出願の一部を一又は二以上の新たな商標登録出願とすることができる。
※第七十六条第二項の規定により納付すべき手数料
　商標登録出願の手数料。

【解説１】　※特許庁ホームページより抜粋
１．経緯
現行の商標法では、商標登録出願の分割を行う場合、新たな出願（子出願）の出願日がもとの出願（親出願）の日に遡及するという効果が生じ、出願人は親出願の日から先願の地位を確保できます。

分割出願において、こうした効果が生じることに鑑みると、分割出願をしようとする者が、親出願の出願手数料の納付義務を果たしていない場合にもこれを認めることは適切ではありません。

今回の改正は、親出願の出願手数料を納付したものに限り、分割出願について、出願日の遡及という効果を与えることで、商標登録出願手続の適正化を図ることを目的とするものです。
２．改正の内容
本改正は、商標法第１０条第１項が規定する商標登録出願の分割要件に、親出願の出願手数料を納付することを追加するものです。今回の改正により、当該要件を満たしていない分割出願については、出願日が親出願をした日に遡及しないこととなります。
３．平成３０年改正商標法第１０条第１項において定める出願の分割の要件
　平成３０年改正商標法第１０条第１項に基づく商標登録出願の分割の要件は、以下のとおりになり、（5）の要件が加わります。

（1） 親出願が審査、審判若しくは再審に係属していること。

（2） 子出願が、親出願の商標と同一であること。

（3） 子出願に係る指定商品・指定役務が分割出願直前の親出願に係る指定商品・指定役務の一部であること。

（4） 子出願に係る指定商品・指定役務が、子出願と同時に手続補正書によって親出願から削除されていること。

（5） 親出願の出願手数料が納付されていること。
【解説２】
　出願手数料を支払わない場合、商標法第７７条２項で準用する特許法第１７条３項の規定により、補正命令が出されます。
さらに、補正命令に従わない場合は、商標法第７７条２項で準用する特許法第１８条１項の規定により、商標登録出願が却下されます。
ところで、上記のやり取りをしながら、そろそろ却下されそうな時期が来た時に、分割出願してしまえばどうなるでしょうか？改正の前の規定では、分割が適法に成立し、仮に基礎出願が却下されても分割出願が生き延びてしまいますね。

　ということは、一円も支払わずに、延々と出願状態が継続してしまいます。
　ちょっと行儀の悪い方？がこの抜け道に着目して大量出願されているようで、今回の改正は、少なくとも分割出願だけは防止しようということです。余談ですが。。。受験生にとっても、迷惑な輩ですね！
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〔予想問題〕　商標登録の分割に関して。
1 商標登録出願人は、商標登録出願が審査、審判若しくは再審に係属している場合又は商標登録出願についての拒絶をすべき旨の審決に対する訴えが裁判所に係属している場合であれば、二以上の商品又は役務を指定商品又は指定役務とする商標登録出願の一部を一又は二以上の新たな商標登録出願とすることができる。
（×）　第１０条。かつ、当該商標登録出願について第七十六条第二項の規定により納付すべき手数料を納付している必要がある。
TPP１２法　〜　商標法
★改正前
（商標権の効力が及ばない範囲）

第二十六条　　（略）
２　　（略）
３　　商標権の効力は、次に掲げる行為には、及ばない。ただし、その行為が不正競争の目的でされない場合に限る。

一　特定農林水産物等の名称の保護に関する法律（平成二十六年法律第八十四号。以下この項において「特定農林水産物等名称保護法」という。）第三条第一項の規定により商品又は商品の包装に特定農林水産物等名称保護法第二条第三項に規定する地理的表示（以下この項において「地理的表示」という。）を付する行為

二・　三　　（略）
★改正前　※施行済（2016.12.26）
（商標権の効力が及ばない範囲）

第二十六条　　（略）
２　　（略）
３　商標権の効力は、次に掲げる行為には、及ばない。ただし、その行為が不正競争の目的でされない場合に限る。

一　特定農林水産物等の名称の保護に関する法律（平成二十六年法律第八十四号。以下この項において「特定農林水産物等名称保護法」という。）第三条第一項（特定農林水産物等名称保護法第三十条において読み替えて適用する場合を含む。次号及び第三号において同じ。）の規定により商品又は商品の包装に特定農林水産物等名称保護法第二条第三項に規定する地理的表示（次号及び第三号において「地理的表示」という。）を付する行為
【解説】
　気にしなくて良いでしょう。
★改正前

（損害の額の推定等）

第三十八条　　商標権者又は専用使用権者が故意又は過失により自己の商標権又は専用使用権を侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、その者がその侵害の行為を組成した商品を譲渡したときは、その譲渡した商品の数量（※１）に、商標権者又は専用使用権者がその侵害の行為がなければ販売することができた商品の単位数量当たりの利益の額を乗じて得た額を、商標権者又は専用使用権者の使用の能力に応じた額を超えない限度において、商標権者又は専用使用権者が受けた損害の額とすることができる。ただし、譲渡数量の全部又は一部に相当する数量を商標権者又は専用使用権者が販売することができないとする事情があるときは、当該事情に相当する数量に応じた額を控除するものとする。
※１：　以下この項において「譲渡数量」という。
２　商標権者又は専用使用権者が故意又は過失により自己の商標権又は専用使用権を侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、その者がその侵害の行為により利益を受けているときは、その利益の額は、商標権者又は専用使用権者が受けた損害の額と推定する。
３　商標権者又は専用使用権者は、故意又は過失により自己の商標権又は専用使用権を侵害した者に対し、その登録商標の使用に対し受けるべき金銭の額に相当する額の金銭を、自己が受けた損害の額としてその賠償を請求することができる。
４　前項の規定は、同項に規定する金額を超える損害の賠償の請求を妨げない。この場合において、商標権又は専用使用権を侵害した者に故意又は重大な過失がなかつたときは、裁判所は、損害の賠償の額を定めるについて、これを参酌することができる。
★改正後
（損害の額の推定等）

第三十八条　　（略）
２・３　　（略）
４　商標権者又は専用使用権者が故意又は過失により自己の商標権又は専用使用権を侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、その侵害が指定商品又は指定役務についての登録商標（※１）の使用によるものであるときは、その商標権の取得及び維持に通常要する費用に相当する額を、商標権者又は専用使用権者が受けた損害の額とすることができる。
※１：　書体のみに変更を加えた同一の文字からなる商標、平仮名、片仮名及びローマ字の文字の表示を相互に変更するものであつて同一の称呼及び観念を生ずる商標、外観において同視される図形からなる商標その他の当該登録商標と社会通念上同一と認められる商標を含む。第五十条において同じ。
５　前二項の規定は、これらの規定に規定する金額を超える損害の賠償の請求を妨げない。この場合において、商標権又は専用使用権を侵害した者に故意又は重大な過失がなかつたときは、裁判所は、損害の賠償の額を定めるについて、これを参酌することができる。
【解説】　※この改正がメインです
・第４項が新設された。第５項はそれに付随する改定である。
・TPP協定の要請に従い、商標の不正使用に関する、法定の損害賠償方法を拡充することが目的である。
◆第３８条のまとめ

	項
	損害額の計算（推定）方法

	１
	その譲渡した商品の数量に、商標権者又は専用使用権者がその侵害の行為がなければ販売することができた商品の単位数量当たりの利益の額を乗じて得た額

	２
	侵害者の利益額

	３
	当該商標のライセンス料

	新４
	当該登録商標の取得及び維持に通常要する費用に相当する額を損害額


□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　商標侵害における損害の額の推定等について
1 商標権者が故意又は過失により自己の商標権を侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、その侵害が指定商品についての登録商標の使用によるものであるときは、その商標権の取得及び維持に通常要する費用に相当する額を、商標権者が受けた損害の額とすることができる。
（○）　第６８条４項
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　商標侵害における損害の額の推定等について
２　商標権者が故意又は過失により自己の商標権を侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、その侵害が指定商品についての登録商標の使用によるものであるときは、その商標権の取得及び維持に通常要する費用に相当する額を超える金額を、商標権者が受けた損害の額として請求することはできない。
（×）　第６８条５項
★改正前
（商標登録の取消しの審判）

第五十条　　継続して三年以上日本国内において商標権者、専用使用権者又は通常使用権者のいずれもが各指定商品又は指定役務についての登録商標（書体のみに変更を加えた同一の文字からなる商標、平仮名、片仮名及びローマ字の文字の表示を相互に変更するものであつて同一の称呼及び観念を生ずる商標、外観において同視される図形からなる商標その他の当該登録商標と社会通念上同一と認められる商標を含む。以下この条において同じ。）の使用をしていないときは、何人も、その指定商品又は指定役務に係る商標登録を取り消すことについて審判を請求することができる。
２・３　　（略）
★改正後
（商標登録の取消しの審判）

第五十条　　継続して三年以上日本国内において商標権者、専用使用権者又は通常使用権者のいずれもが各指定商品又は指定役務についての登録商標の使用をしていないときは、何人も、その指定商品又は指定役務に係る商標登録を取り消すことについて審判を請求することができる。
２・３　　（略）
【解説】
・第５０条における「登録商標」の定義を、第３８条４項で先行して定義したため、削除しただけです。実質的な変更はありません。

★改正前
（登録商標に類似する商標等についての特則）

第七十条　　第二十五条、第二十九条、第三十条第二項、第三十一条第二項、第三十一条の二第一項、第三十四条第一項、第三十八条第三項、第五十条、第五十二条の二第一項、第五十九条第一号、第六十四条、第七十三条又は第七十四条における「登録商標」には、その登録商標に類似する商標であつて、色彩を登録商標と同一にするものとすれば登録商標と同一の商標であると認められるものを含むものとする。
２〜４　　（略）
★改正後
（登録商標に類似する商標等についての特則）

第七十条　　第二十五条、第二十九条、第三十条第二項、第三十一条第二項、第三十一条の二第一項、第三十四条第一項、第三十八条第三項若しくは第四項、第五十条、第五十二条の二第一項、第五十九条第一号、第六十四条、第七十三条又は第七十四条における「登録商標」には、その登録商標に類似する商標であつて、色彩を登録商標と同一にするものとすれば登録商標と同一の商標であると認められるものを含むものとする。
２〜４　　（略）
【解説】
・第３８条４項を追加しただけです。実質的な変更はありません。
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〔予想問題〕　商標侵害における損害の額の推定等について
1 商標権者が故意又は過失により自己の商標権を侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、その侵害が指定商品についての登録商標の使用によるものであるときは、その商標権の取得及び維持に通常要する費用に相当する額を、商標権者が受けた損害の額とすることができる。なお、自己の商標権には、いわゆる色違い類似商標（第７０条第１項）も含まれる。
（○）　第６８条４項、第７０条１項
《改訂履歴》
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